
は じ め に

本論に入る前に，文中での用語について記す．現在，「ボ

イラー」及び「ボイラ」のいずれもが一般に用いられてい

る．英語の“boiler”は学術用語では過去「汽罐」と呼んで
いたが，罐の字が当用漢字ではなくなったので，用語とし

ては仮名書きにして「ボイラー」又は「ボイラ」とするこ

とになった1)．法令・規格でも電気事業法及び労働安全衛

生法では「ボイラー」，JIS B 8201「陸用鋼製ボイラ─構造」
及び JIS用語では「ボイラ」と称され，混用されている．本
書では JIS用語にしたがって，「ボイラ」を用いる．
ボイラは，次の３つの要件を満たすものと定義されて

いる2)．

①火気，高温ガス又は電気を熱源とする

②水又は熱媒を加熱して蒸気又は温水を作る装置である

③蒸気又は温水を他に供給する装置である

ボイラは燃料の燃焼熱を利用して，所要の蒸気又は温水

を発生する装置であるが，その発生蒸気は電力用（動力発
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表１　ボイラ種類別・規模別設置数3)



生用），工場のプロセス用として各種機器操作用や暖房用

などとして広く用いられている．したがってボイラの構造

は，使用目的に応じて種々の形式をとる．参考に（社）日

本ボイラ協会のまとめによる最近のボイラの種類別・規

模別設置数3)を表１に示す．

ボイラの発達はその製造技術に負うところが大きい．今

やユニット蒸発量 2,000 t/h近くの画期的大容量ボイラま
で出現する時代になった．これは高張力鋼や特殊鋼などボ

イラ用材料の進歩にもよるが，特に接合技術がリベット構

造に代わる溶接技術の導入によって，ボイラの高温・高

圧・軽量化を促進し，超大型ボイラの製造が可能になっ

た．現在いわゆる新鋭火力と称する発電用ボイラはもちろ

んのこと，工場用，暖房用の小形ボイラに至るまで，溶接

技術を度外視しては考えられない．

製 品 概 要

1. 章で概説したように，ボイラは多種多様である．その
中から，我々の生活の中で発生するごみを燃料とするごみ

焼却施設に設置される自然循環式水管ボイラを例にとっ

て説明する．このボイラは，ごみの燃焼によって発生した

燃焼ガスを所定の温度まで冷却する．言い換えると，廃熱

を利用して蒸気を発生させるものである．また，自然循環

式とはボイラ水を加熱することによって生じる水の温度

差（密度差）を利用して,ボイラ水の循環を行なわせるもの
である．

ボイラの全体図を図１に示すが，蒸気ドラム，降水管，連

絡管，管寄せ，伝熱管などで構成されている．

図１中の で示すように燃焼装置から発生する燃焼ガ

スは，第１煙道～第２煙道を通過し，第３煙道に設置され

た接触伝熱管（過熱器管，第1～3蒸発器管，エコノマイザ

管）を通ることにより，冷却されて排出される．

また，ボイラの水循環については，給水ポンプからの供

給水は，まずエコノマイザに入る．ここで熱回収を行った

後，給水連絡管を通り蒸気ドラムに入る．蒸気ドラムに供

給されたボイラ水は，降水管を通って側壁下部管寄せ（分

配管）を経由し，伝熱管に入る．ここで，ガス側からの放

射および接触伝熱により加熱され，気水混合物となって上

昇し側壁上部管寄せ（集合管）に流入する．

次に，流入した気水混合物は，側壁上部管寄せ内で蒸気

と水に一次分離し，分離された蒸気は蒸気管及び側壁上部

管寄せを通って蒸気ドラムへ，ボイラ水は再び降水管を通

って側壁下部管寄せへ流れていく．

一方，蒸気ドラムに入った蒸気は，飽和蒸気連絡管を通

り，過熱器に入る．ここで接触伝熱により過熱蒸気となっ

て発電設備他へ供給される．

溶接構造物としての設計思想

3.1 ボイラに関する規格4)

産業革命は英国から始まったが，その原動力としてボイ

ラは大気圧汽缶として登場した．しかし，高圧化を目指す

傾向が強まり，その反面ボイラの事故が多発したため，構

造規格の統一による安全性の確保が切望された．世界のボ

イラに関する規格は，技術力で先駆したドイツ規格が最も

早く進歩したといえる．一方，米国の ASME規格の充実も
あり，技術安全上早期に世界の双方の共通化が必要とさ

れ，1947年 ISO TC11 が設置された．しかし，1997年まで
50年間も休眠状態となった．

なお，2002年5月29日から EU域内で英国・フランス・
ドイツが主体となって欧州ボイラ規格（ENボイラ規格）が
作成され EU内で適用されている．これに刺激を受けた米
国・日本と欧州との主導権争いが ISO TC11 委員会で続
いている．

主要国のボイラ及び圧力容器に関する法体系の比較を

表２に示す．日本は厚生労働省と経済産業省の二本立てで

ある．米国は一本化しているように見えるが，各州の省令

があり多種多様である．ボイラ構造規格は ASME一本に
なっている．欧州は，英国，ドイツ，フランスが中心とな

って「圧力機器指令」の下でボイラ構造規格も一本化され

た．EUでは構造規格の統一がなされているが，その他の国
では自国の規格があるため，適用される規格に基づいて材

料，設計，製作を考慮しなければならない．

3.2 材料

鋼の引張強さは，350℃以下では変化が少ないが，それよ

り高い温度になると，常温でどんなに引張強さが高くても

大きく低下する．鋼の試験片を350℃以上の一定温度に保

ちながら一定の荷重をかけておくと，試験片内の引張応力

が弾性限度内であるのに，長時間のあいだに次第に伸びて

行く．これは常温ではみられない現象で，クリープと呼
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図１　ボイラ全体図



ばれる．

3.3項で示す強度検討において，材料における許容引張
応力が必要になってくるが，その値はそれぞれの法規・基

準で引張強さや降伏点，又はクリープ状態を考慮し規定さ

れている．参考に JIS B 8201 の規定を以下に示す．
A．クリープ領域に達しない使用温度における許容引張応
力は次の値のうち，最小のもの以下とする．

①常温におけるその材料の引張強さの最小の規定値の

1/4
②使用温度における引張強さの1/4
③常温における降伏点又は0.2％耐力の最小の規定値
の1/1.5

④使用温度における降伏点又は0.2％耐力の1/1.5又は
90％

B．クリープ領域の使用温度における許容引張応力は次の
値のうち，最小のもの以下とする．

①使用温度において1,000時間に0.01％のクリープを
生じる応力の平均値

②使用温度において10万時間でのクリープ破断応力の

平均値の67％

③使用温度において10万時間でのクリープ破断応力の

最小値の80％

このようにクリープ領域に達しない場合とクリープ領

域の場合とでは許容引張応力の求め方が異なる．

ボイラシステムで，水と蒸気を分離するための蒸気ド

ラムは，最高到達温度が飽和温度である360℃程度なので

炭素鋼で十分である．しかし，気水分離後に蒸気を使用条

件まで過熱するための過熱器や，一度タービンに供給さ

れた蒸気を再度使用するための再熱器などは，管材の温

度が450～500℃以上といったボイラシステム中もっとも

高い温度にさらされるため，Mo鋼又は Cr-Mo鋼が必要
になる．

ボイラ用鋼管にはいろいろな種類があり，ボイラ給水を

予熱するためのエコノマイザなどの比較的低温部には，炭

素鋼鋼管の STB340，STB410 が使用される．また高温部の
合金鋼鋼管としては，Mo鋼の STBA12，13，Cr-Mo鋼の
STBA20～24 がある．ここで記号の Tは Tube（管），Aは
Alloy（合金）を意味する．

Crは，Moに次いでクリープ強さを高め，また高温引張
強さを改善する．その上，耐食性も与えるので，有用な合

金元素である．しかしMnやMoと同じく溶接性に影響を
及ぼす炭素当量を高めるため，溶接施工には注意が必要で

ある．

表３にボイラの伝熱管として使用される材料を示す．

3.3 強度検討

3.3.1 内圧による強度検討

ボイラは大気圧以上の蒸気（圧力）を発生させるため，ボ

イラ内部にはその圧力を保持することが必要である．実際

にボイラを構成する部位であるドラムを例にとって説明

する．図２に蒸気ドラムを示すが，内部の圧力（内圧）を

均等に受ける円筒形状である．この円筒形状は鋼板を曲げ

て成形し，曲げた板の端同士を溶接により接合している．

内圧を受ける円筒胴の計算式は，JIS B 8201 によれば次
の式になる．

（式１）

t：円筒部の最小厚さ（mm），P：最高使用圧力（MPa），
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表２　主要国のボイラに関する制度の比較4)

表３　ボイラの伝熱部とそこで使用される材料5)



σ：許容引張応力（N/mm2），η：長手継手の効率又は

穴のある部分の効率，k：材料による係数，α：付けし
ろ（mm）
本計算は規格に規定されている計算式であるが，この基

となる理論式は，次の薄肉円筒の計算式である．

（式２）

式１と式２を比較すると，η，k，αが式１には付加され
ている．

ηは長手継手の効率又は穴のある部分の効率であるが，

ここでは穴のある部分の効率については説明を省略する．

長手継手の効率は，継手の種類や溶接後の放射線透過試験

の実施の有無によって変わる．表４に溶接継手の効率を示

すが，強度検討の一つの要素として計算に組み込まれてい

る．kは高温におけるクリープを考慮した係数であり表５
で示される．さらにαは，腐食及び摩耗についての余裕と
して見込んでいる．このように，規格の計算式は，理論式

に構造的要素として溶接，材料，使用状態による条件を付

加して安全性を高めている．

3.3.2 外力による局部応力の検討

ボイラは鋼管や鋼板で作られる重量物であり，そのボイ

ラを支える支持脚等をボイラの内圧を受ける部分へ溶接

で取付けているため，その支持部分にはボイラの重量（外

力）による応力が発生する．そこにボイラの内圧による応

力が重畳するため，複合応力による解析を実施する必要が

ある．

図３に FEM解析の結果を示す．局部応力の最大値が許
容値以内になるよう構造を決定する必要がある．

溶接継手の特徴と要求性能

4.1 ボイラ製造に適用される溶接方法

ボイラも圧力容器の一種として分類されることから，原

則として完全溶込みの突合せ溶接又は開先溶接が適用さ

れるが，一部管台の取付溶接などで部分溶込み溶接の適用

が認められている．また，溶接継手形状及び各種溶接方法

についても，一般の圧力容器と同様に被覆アーク，サブマ

ージアーク，マグ，ミグ及びティグ溶接，また積極的に狭

開先溶接が用いられている．これらの溶接法のうちボイラ

では，比較的小径管周継手が多いため，手動又は自動ティ

グ溶接法による裏波溶接が特徴的である．

ボイラ製造においても省人化を目的とした溶接の自動

化，ロボット化が盛んに行われているところであるが，ボ

イラ構造の特殊性から閉所，高所又は狭隘個所といった自

動化の難しい溶接継手があり，熟練溶接士の確保も欠かせ

ない．

ここ数年レーザ溶接の開発及び適用が活発に行われて

いるが，ボイラ部材については，ポーランドの Energoinstal
社が管とフィンとで構成されるメンブレンウォール（水冷

壁）の溶接（図４参照）及びフィンチューブのフィン取付
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図２　蒸気ドラム

表４　溶接継手の効率（JIS B 8201 表8.2）6)

表５　係数 k の値（JIS B 8201 表6.1）6)

図３　FEM 解析結果

図４　メンブレンウォールのレーザ・ハイブリッド溶接7)



溶接にレーザ・ハイブリッド溶接を実用化している．

図５は，10 kWファイバーレーザ溶接装置を用いて，試
験的に管とフィンの溶接を実施したものである．管に取付

くフィン上下部には間隙があり，レーザ溶接単独では表ビ

ード側にアンダーフィル（肉不足）が発生するため，ハイ

ブリッド・レーザ溶接の適用が必要になる．メンブレンウ

ォールを既存の６電極ないし12電極のサブマージアーク

溶接又はマグ溶接で施工すると，溶接歪が発生し寸法精度

の確保が困難になることもあり，変形がほとんど発生しな

いレーザ溶接の特徴が生かせる継手であると言える．

一方，管周継手溶接方法として，MIABW（Magnetically
Impelled Arc Butt Welding：磁気駆動アークバット溶接）
が注目されている．磁気駆動アーク溶接は，1950年代半ば

に特許が取られ，1960年代になり多数の論文が発表された
8)．しかしながら，管周継手の溶接としては，溶接継手品質

が満足のいくものでなかったこと，また特に管内面の凸形

ビードによる腐食及び管内流の乱れから実用化されなか

った9)．

その後，ウクライナのパトン電気溶接研究所などで改良

が重ねられ，2011年 ASME Code Case 2694 として，ASME
Sec. I適用工事に対してMIABWを管周継手突合せ溶接に
適用することが認められた．ここで，Code Caseとは，改
訂を待たずに緊急に規定を作成する必要性が生じた場合

や，便宜上特別に規定を設けたものである．MIABWの適
用範囲は，P-1（炭素鋼）材に限定され，その管厚は4.0～
7.6mmである10)．

MIABWの原理としては，図６に示すようにパイプ間に
アークを発生させ，永久磁石でアークを高速度（約 285m/
秒）で回転させることにより，溶融温度近くまで加熱し圧

接することで拡散接合溶接を行うものである．本溶接法に

よると，炭素鋼管の外径 60.5mm×板厚 5.5mmの周継手
１個所を約16秒で溶接を完了することができる11)．

4.2 ボイラドラム用鋼板

ここでは，ドラム胴板，鏡板などに使用される炭素鋼鋼

板である SB材について解説する．SB材は，Bがボイラを
示すように，ボイラ及び圧力容器の中温から高温で使用さ

れる炭素鋼及びモリブデン鋼の熱間圧延鋼板である．ボイ

ラは高温高圧下で用いられるため，温度に対して安定な材

料でなくてはならない．そのため，化学成分を限定する必

要がある．

C（炭素）は鋼の中ではセメンタイト Fe3Cの形で存在す
る．これは高温に長くさらされると，Fe3C → 3Fe + Cのよ
うに分解して黒鉛化する．黒鉛（グラファイト）は炭の粉

のようなもので，鋼材を弱くする．そのため，黒鉛化しな

いようなコントロールが必要になる．それには，Alは黒鉛
化を促す作用があるため，脱酸剤としての Alの使用量を
制限することが大切になる12)．また，高温強度の点から Si
脱酸によって，中程度の結晶粒度に調整してある．更に，高

温強度の点を考慮して，Mnで強度を出すよりも，Cを高め
て強度を出しているので，低温じん性があまり良くない．

したがって，溶接用構造圧延鋼板である SM材に比較して
低温じん性が劣り，ぜい性破壊の危険度が高いから，でき

るだけ常温以下の温度で使用する構造物には使わないこ

とが望ましい．このため，4.5項に示すようにボイラの耐圧
試験時の水温に注意する必要がある．また，SB材は SM材
に比較して C％が高いので，溶接性が悪く，このために溶接
に際しては低温割れ防止に注意することが必要である13)．

なお，JIS B 3103「ボイラ及び圧力容器用炭素鋼及びモリ
ブデン鋼鋼板」の2003年改正において，以下の解説がなさ

れている．すなわち，耐圧試験時のぜい性破壊防止の観点

から，よい切欠きじん性が要求され，Alを添加して細粒鋼
にして製造する場合が大半を占めている．実際にこの Al
添加が問題になるのは使用温度が450℃以上で長時間さ

らされるときに発生する可能性が否定できない黒鉛化の

問題であり，450℃以下で炭素鋼を使用する場合はクリー

プ及び黒鉛化の問題は少ない14)．ボイラドラムの使用温度

は，3.2項で記したように最高360℃程度である．
表６に JIS，ASME及び EN規格で規定されているドラ

ム用鋼板の化学成分，降伏点及び引張強さを示す．ここで，

EN規格は欧州30か国で構成される CEN（欧州標準化委員
会）などが発行する欧州の統一規格であり，独自に出版さ

れることはなく，欧州各国の国家規格（英国では BS EN，ド
イツでは DIN EN規格など）としてその国の言語で発行さ
れている15)．JISは ASMEのベースである ASTM（米国試験
材料協会）規格を採り入れているので，P及び S量を厳し
く制限している他は同一である．一方，EN規格では Cを
低く抑えた分Mnを増やし，また Alの添加を規定するこ
とにより細粒鋼としている．

4.3 溶接後熱処理の要否

溶接後熱処理（Postweld Heat Treatment，略称 PWHT）の
目的としては，残留応力及び変形対策，母材・溶接部・構

造物の性能の改善が挙げられる16)．残留応力は低温ぜい性

に影響し，構造物としてのぜい性破壊発生の要因となる．
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図５　メンブレウォールのレーザ溶接部断面

図６　MIAB 溶接法の原理11)



PWHTに関しては，法規・基準でそれぞれ規定されてい
る．ボイラに対する主なものとして電気事業法，労働安全

衛生法，ASME Sec. I及び EN 12952 を取り上げる．
ボイラは溶接構造になる前のリベット構造を用いた時

代に，4.4項で示すように数多くの爆発，破損事故を起こ
し，幾多の尊い人命を失って来た．そのため，溶接構造を

採用してからも ASME Sec. Iでは重要構造部材であるボ
イラドラムの炭素鋼溶接部に対して，板厚を問わず PWHT
を要求してきた．ただし，1962年版に至るまで Sec. Iも
Sec. VIIIも，予熱及び後熱処理の項目を含んでいなかった4)．

我が国の法規，規格は ASMEの考え方を取り入れたもの
であり，PWHTに対する規定も ASMEと同様になってい
る．

ところが，P-1 材（SB410, SB450 及び SB480 相当材を含
む）に対して ASME Sec. Iでは，2003年の Addenda（補足
版）で 19mmまでの耐圧部周継手溶接部に対して，また，
2009年の Addendaにおいて 19mmまでの突合せ溶接又は
開先溶接部に対して，PWHTを省略してもよいことに改定
された．したがって，板厚 19mm以下のドラム溶接部に対
しては，PWHTを省略できることになった．これは，EN規

格が板厚 35mm未満に対して PWHTを不要としているこ
との影響もあるものと考える．これらを整理すると，表７

のようになる．なお比較のため，ASME Sec. VIII Div. 1 の
規定も併記した．

国内関係法規においても，近い将来 ASME Sec. Iなどに
ならって改定されることを期待する．現状では例えば，板

厚が 10mm程度の低圧ドラムなどでも PWHTが必要と
され，また定期点検時などに，ドラム母材上に溶接補修を

実施すれば，その補修深さにかかわらず PWHTが必要に
なる．これは，溶接による残留応力を軽減する反面，PWHT
施工時の熱応力による新たな残留応力を発生することに

もなる．ボイラは4.5項で示す水圧試験に合格すれば，あと
は高温で使用されるものであり，ぜい性破壊の危険性はな

くなることからも PWHTの省略は可能と言える．
ただし，過大な応力集中又は応力腐食割れの危険性があ

るような場合には，板厚に関係なく PWHTが必要になる
ことは当然である．

4.4 ボイラドラムの破損事故

1705年に英国においてニューコメンが大気圧蒸気機関

を発明して以来，各種改良を経てボイラは19世紀産業革命
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表６　ボイラドラム用鋼板規格比較（板厚 50 mm を超え 100 mm 以下で比較）

表７　P-1 材を用いるボイラドラム PWHT における最低保持時間



に大きな寄与をなした．他方，当時の蒸気ボイラはリベッ

ト構造であったこと，及び安全弁などの安全対策が不十分

であったことにより，数多くの破裂事故があり，多数の人

命を失うこととなった．そのうち，最大の事故としては

1865年4月27日に米国ミシシッピ川で発生した蒸気船サル

タナ号のボイラ破裂が有名であり，1,500名以上もの死者
が出た17－19)．図７にサルタナ号の写真を示すが，南北戦争終

了後に故郷に帰還する兵士を多数乗せていた（376人乗り

に対して2,400名）ことも，ボイラの爆発及び炎上の原因の
一つとして挙げられている19)．

このような相次ぐ事故を契機にして，1834年に英国でロ

イズ船級協会（Lloyd's Register of British and Foreign
Shipping），1866年に米国でハートフォード蒸気ボイラ保
険会社（Hartford Steam Boiler Inspection and Insurance
Co.），1872年にはドイツで蒸気ボイラ検査協会（DÜV:
Dampfkessel Überwachungs Verein）が設立された．国内で
は少し遅れて，1908（明治41）年ボイラー保険会社「第一

機関汽罐保険（株）（安田生命の前身）」が設立された．ま

た，1880年に ASMEが設立され，1914年の ASME Boiler
and Pressure Vessel Code初版の発行につながって行くこ
とになる4)．

その後は，全溶接構造のボイラドラムへの移行，その他

の安全対策が功を奏しボイラ破裂事故は激減し今日に至

っている．

4.5 水圧試験温度

ボイラは，常時高温で運転されることにより，ぜい性破

壊の危険性はなく，EN規格，一部船級協会規則などを除
いて，材料及び溶接施工法確認試験などへの衝撃試験の要

求はない．ただし，ボイラ製作時の最終試験及び定期点検

などにおいて実施される水圧試験時には，ぜい性破壊の危

険がある．以下に水圧試験時に発生したぜい性破壊事故二

例20)を紹介する．

一例目は，英国 Sizewell Nuclear Power Stationで1963年
5月31日に発生したものであり，水温13℃で試験圧力

3.1MPaでの水圧試験の昇圧時にぜい性破壊を起こしたも
のである（図８参照）．ドラムを支持するため水圧試験用に

用意された８本の I形鋼による脚のうちの一部の固定が
不十分で外れ，突然支持力を失ったことによる衝撃でサー

マルスリーブ取付部からぜい性破壊が発生した．

二例目は，1965年12月22日にスコットランド Cockenzie
Power Stationで発生したものである．水圧試験圧力の約
96％である約 27MPaに昇圧したときに，ぜい性破壊が発
生した（図９参照）．その時の周囲温度は7℃であった．製

作時にドラム付きノズル溶接部の一部に深い割れが発見

されたため，新規ノズルに交換するための補修溶接を行っ

たが，その後の PWHT初期に発生し，停止したぜい性き裂
（図９破断面写真の黒っぽい箇所）が起点となったもので
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図７　蒸気船サルタナ号19)

図８　Sizewell ボイラドラムの破損事故と破断面20)

図９　Cockenzie ボイラドラムの破損事故と破断面20)



ある．本補修溶接部に対する非破壊検査は，PWHT後には
行われていなかった20，21)．

これら水圧試験時のぜい性破壊事故の危険性もあり，各

国のボイラ法規・基準では表８に示すように試験温度は，

ぜい性破壊を起こす恐れがない温度以上などと規定され

ている．

お わ り に

平成23年3月11日，東北地方を襲った大地震及びそれに

続く大津波により，福島第１原子力発電所は大被害を受け

停止し，廃炉に向けた準備がなされている．また，他の原

子力発電所においても，活断層問題などで操業再開への道

のりは厳しい状況にある．これらの状況から，代替発電に

頼る必要があり，火力，廃棄物，バイオマス及び HRSG（排
熱回収ボイラ）発電に対する需要の増加が見込まれてい

る．もちろん，風力，太陽光，地熱，波力などの自然エネ

ルギーを使用できる発電への期待も大きくなっている．こ

のような中，ボイラは火力，廃棄物，バイオマス及び HRSG
発電に欠かせないものである．

ボイラ製造は国内向けも含めて現在，韓国，中国などへ

の海外調達が活発になされているところではあるが，日本

のものづくり技術及び技能を絶やさないため，差別化，高

付加価値化を進めることも含め，生き残りを図って行く必

要があると考えている．
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